








（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　　　　額

(流動資産)
現金 手元保管 運転資金として 179,780
預金 普通預金 28,395,456

  東濃信用金庫 土岐中 運転資金として 32,784
  央支店
  東濃信用金庫 泉支店 運転資金として 28,360,216
  十六銀行 土岐支店 2,456

未収金 運営事業補助金他 1,694,852
貯蔵品 切手・はがき等 33,827

30,303,915

(固定資産)
  基本財産

定期預金 30,000,000
  陶都信用農協中部 定期預金の運用益を 10,000,000
  総括部 法人会計の財源としている
  東濃信用金庫土岐 10,000,000
  市駅前支店
  十六銀行土岐支店 10,000,000

  その他固定資産
什器備品 87,160
　ノートパソコン 法人管理事業に使用 1
　監視カメラ 公益目的事業に使用 87,159

30,087,160

60,391,075

(流動負債)
未払金 土岐市への返納金他 29,929,885
預り金 461,190
  社会保険料 　職員からの預り金 425,490
  歴史館　市売上 　売上預り金他 12,700
  市つり銭預り 　売上預り金他 20,000
  その他 　売上預り金他 3,000

30,391,075

30,391,075

30,000,000

  流動資産合計

財産目録

令和 5年 3月31日現在

公益財団法人　土岐市文化振興事業団

貸借対照表科目

    正味財産

  固定資産合計

    資産合計

  流動負債合計

    負債合計



1． 継続事業の前提に関する注記
該当事項なし

２．

(1） 平24年度から公益法人会計基準（平成20年4月11日内閣府公益認定等委員会）を採用している。

(2)

なお、主な耐用年数は次の通りである。
什 器 備 品

(3)

3．

(単位：円)

4．

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

5．

6．

財務諸表に対する注記

重要な会計方針

自 令和4年4月1日 　　至 令和5年3月31日

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法によっている。

6年

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

消費税等の会計処理

基本財産
　　　定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科      目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額）

(うち一般正味財産
からの充当額）

　(うち負債に対応
する額）

小      計 30,000,000 0 0 30,000,000
合      計 30,000,000 0 0 30,000,000

基本財産
　　　定期預金 30,000,000 30,000,000 0 0

担保に供している資産
該当事項はありません

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

小      計 30,000,000 30,000,000 0 0
合      計 30,000,000 30,000,000 0 0

合      計 600,075 512,915 87,160

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
什 器 備 品 600,075 512,915 87,160



7．

8．
該当事項はありません

9．

補助金等の名称

土岐市文化振興
土岐市

土岐市文化振興
土岐市

10．関連当事者との取引の内容
該当事項はありません

11．
該当事項はありません

12．
該当事項はありません

保証債務等の偶発債務
該当事項はありません

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

未収入金

合      計 ▲ 7,023,978 86,849,230 81,202,802 ▲ 1,704,770

事業団運営事業
補助金 163,610 107,874 ▲ 163,610 107,874

事業団運営事業
補助金(人件費) ▲ 7,187,588 86,741,356 81,366,412 ▲ 1,812,644 未払金

（返還分）

重要な後発事象

その他



（１）基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記4．基本財産及び特定資産の増減及びその残高に記載していますので
附属明細書の記載を省略しています。

（２）引当金の明細

該当事項はありません

（１）該当事項はありません

附属明細書

自 令和4年4月1日 　　至 令和5年3月31日

事業報告の附属明細書
自 令和4年4月1日 　　至 令和5年3月31日


